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7.本 研究 における 「TOCCの拡張」
お わ り に
は じ め に
生産管理 ・生産 計画 の研究領域において,こ れまでスケジュー リング問題 は多 目的かつ複雑で,
最適化が困難であるため 「非常に厄介な問題」 とされてきた。 このように長年,研 究者 の頭 を悩
ませて きた 「スケ ジュー リング問題」 に対 して,SCM(SupplyChainManagement)にお け
る制約理論(TheoryOfConstraints;以ド 「TOC」と呼ぷ ことにする)は,シ ンプルな(低 エ
ン トロピーの)計 画作成 を可能 にする。 そこで筆者[1]は,このTOCを 生産管理 のスケ ジュー
リング問題 におけ る 「低 エ ン トロ ピー源」 と して位置づける視点を提示 してい る。
SCMに おいて,TOCの 「ボ トルネ ックに合 わせ込 む」 ロジックは,下 請企 業にム リを強い ら
ない という意味で現実 的なスケ ジュー リング方法である。 その一方で,ボ トルネ ックに合わせ込
むことによって,非 ボ トルネ ック工程に余力が生 じて しま うとい う問題点が存在す る。す なわ ち,
非 ボ トルネ ック工程 の余力 が 「もったいない」 とい う一面 を持 って いるのであ る。 もちろん,
TOCで は余力をその まま放置 しているのではな く,ボ トルネ ック工程 に合 わせ込 んだ後,ボ ト
ルネ ック工程の改善を進 め ることによ り,サ プライチ ェー ン(以 下 「SC」と呼ぷ こ とにす る)
全体の同期化を維持 しなが らボ トルネ ック水準 を上昇 させて余力の活用を図 るのであるが,改 善
が進 展するまでの間 はやは り余力がムダになる。
筆者[2]は,この よ うな問題意 識に基づ き,ボ トルネ ックに合わせ込む ことによ って生 じる余
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力で 「他の品 』1」を生産す るための 「組合せ制約理論」(TheoryOfgombi垣Constraints;
以下 「TOCC」と呼ぶ ことにす る)を 提案 している。 このTOCCは,筆 者が先行研究[3]におい
て提示 した 「ネ ットワークと してのSCM」 の考え方に基づ き,TOCの 視点を一本のチ ェー ンか
ら複数のチ ェーンへ と拡張することによ り,制 約条件(ボ トルネ ック)の 「組合せ」(Combine)
による生産能力の有効活用 を図 ろうとする ものである。すなわ ち,TOCの 「ボ トル ネ ックに合
わせ込む」 スケジュー リングによ って余力が生 じる非 ボ トルネ ック1:程の生産能力 を,他 のサプ
ライチ ェー ン(以 下 「SC」と呼ぶ ことにする)に おいてボ トルネ ックか らあふれて しまうはずの
生産 に活用することによ り,市 場の変化に対する柔軟 な対応 をロ∫能 に していこうとす るのである。
本研究では,上 記のよ うな生産能力の制約条件(ボ トル ネ ック)の みな らず,① 「顧客(消 費
者)の 動向」 と② 「経営環境の変化」(経営環境 との シンクロナイゼー ション),および③企業倫
理 ・経営倫理に基づ く 「企業の社会的責任」を制約条件 として加味す ることによ り,「TOCC拡
張 フレーム ワーク」 を提示す る。
こう した 「TOC→TOCC→TOCCの拡張」を通 して,(拡張 された)TOCCの ゴールが 「企業
の社会的責任を遵守 した もとでの スループ ッ ト増大」 に あ り,TOCに 従 った戦略 や拡張 前の
TOCC戦略は,拡 張後のTOCCに とってSCの 「全体最適 化」 とはな らず,部 分最適(局 所最
適)化 となること,お よびスケジュー リング問題を簡素化す るはずのTOCに おけるボ トルネ ッ
クの把握自体が,SCMの 「制約条件」 となって しぎ うとい うジレンマ(TOCの ジ レンマ[4])
が存在 し,こ の ジレンマがTOCCで はさ らに拡大す るが,筆 者 らの開発 したMAPS-TOC(1}が
「TOCのジレンマ」の克服 を強力 に支援す ることを指摘す る。
1.スケ ジ ュー リング問題 とMRPシ ステム
現在,世 界の企業で最 も多 く用い られている生産管理 システムは,MRPシ ステムで あろう。
MRPシ ステムの 「MRP」とは,資 材所 要量 計画(MaterialsRequirementsPlanning)を意
味 し,こ のための システム,す なわち 「資材所要量計画 システム」 が狭義のMRPシ ステムに相
当す る。 しか しなが ら,生 産管理 システ ムとしてのMRPジ ステムは,工 程 間の同期化(シ ンク
ロナイゼーシ ョン)を 実現す るための資材所要量計画を核 としなが らも,在 庫管理,資 材 ・購買
管理,原 価管理,技 術情報等 を含んだ総合的な システムであ る。MRPシ ステム もJITシステム
(1)筆 者がプロジェクト・リーダーを務 める 「先端的グローバル ・ビジネスとITマ ネ ジメン トー-Global




Constraints[7])は,このGlobalMAPS-TOCの基礎 となるシステムであ り,す で に,2003年度まで
の2年 間で開発を終了 している。現在,Globalな舞台で基準生産計画(MPS)の 自動作成 を展開 して
い く際に必要 となるデータベースとロジ ックをMAPS・TOCに組 み込むべ く,GlobalMAPS-TOCの
開発を進めているところである。
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やSCMと 同様に同期化(シ ンクロナイゼー シ ョン)の 思想 に基づ く仕掛 り在庫の削減 をね らい
としている。
MRPシ ステムの最大の特 徴は,独 立需要品 目(多 くの場合,製 品)の 計画(基 準生産計画;
MasterProductionSchedule,以下 「MPS」と呼ぷことにす る)の みを コンピュ 一ー夕に与えれ
ば 白動的 に所 要量展開が行 われ,従 属需要品 目(部 品 ・原材料)は コンピュー タの計算 した資材
所要 量計画(狭 義のMRP)の 結果 に従 うことである。 これによ り,必 要 な もの以外 は作 らせな
い,ま た必要な ものであ って も必要な ときに しか作 らせない という 「管理」 を徹底 し,む だな仕
掛 り在庫 を持たないように 「させ る」のである。
した が ってMRPシ ステムは,最 終工程(独 立需 要品H)の 計画(MPS)に すべての前工 程
(従属 需要品 目)の 計 画を合わせ込 む同期化 ロジックを持つ ところに特 徴があ る。MRPシ ステ
ムの独 立需要品 日は,SCの 中で最 も市場 に近い ところに位置す る。すなわち,す べての工程が
同期化 を図るべき独立需要 品目は,市 場の動向を最 も良 く反映す るところに位 置す るのである。
言 い方を変えれば,MRPシ ステム はMPSを 通 して,市 場 の動 向をSC全 体 にス トレー トに反
映 させ る構造になってい るとい うことになる。
そ こで,MRPシ ステ ムでは,い か に して 「優れたMPS」 を作成す るかが重要な課題 とな る。
これは,基 本的 にスケ ジュー リングの領域 に位置 する問題である。 スケジュー リング問題 は,多
目的で複雑で問題設定が 多岐にわた り,最 適化が困難であ ることか ら,こ れまで 「非常 に厄介な
問題」 とされ てきた。 この厄介な問題 に対 して,シ ンプルかつ統一 的な計画方法を提示す る役割
を果た した生産管理 システムこそが,こ こで述べ てい るMRPシ ステムである。そのため,MRP
システムは世界中の多 くの企業 に採用 され,最 も広 く企業 に普及 した生産管理 システム としての
地位を築いたのである。
しか しなが ら,MRPシ ステムで は,非 常 に シンプルなスケ ジュー リングを行 うがゆえに,生
産 リー ドタイムを 「固定値」 として扱い,生 産工程 の負荷を考慮 しない 「無限負荷 山積」手法 を
用 いてきたとい う大きな問題点がある[5]。ここに,MRPシ ステムにおいて計画 と現実 とのギャッ
プを生 じさせ る主た る要因が存在す る[6]。この よ うな問題 点に対応す るため,多 くのMRPシ
ステムに負荷 オーバーを知 らせ る機能が導 入 され るよ うにな ったのであるが,負 荷をな らして実
行 可能 な計画 にす るのは人手 に頼 ってきたのが実状であった。
その後,多 くの 「有限負荷 山積」 スケジュー リング手法が開発 され,対 象範囲や前提条件 を限
定 した個別の問題 に対 しては,あ る程度 の効果を発揮す るようになってきた。 しか しなが ら,こ
れ らのスケ ジュー リング手法は問題設定が多岐にわた って お り,元 のMRPシ ステムの ように対
象範囲の広い,生 産管理全般を カバーするシステムというレベルまでは至 っていない。 その結 果,
MRPシ ステ ムを導入 した多 くの企業 では,生 産 を熟知 したベテラ ン生産計画担 当者が経験 と勘
で負荷をな らす スケ ジュー リングを行 ってきたのであ る[5]。筆者 らの開発 したMAPS・TOC(i)
は,こ の ような問題 点 に 目を1ft1け,MRPシステムの枠組 みの中でTOCの 考 え方 を導 入 し,
MPSの 作成 を自動的に行 うためのソフ トウ ェアである。
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一方,MRPシ ステムでは,市 場の動 向(受 注 または需要予測)に 従 って,計 画部門が独立需
要品 目の計画(MPS)さ え作成すれば,従 属需要品 目の計画は,コ ンピュー タがMPSを 基 に所
要量展開することにより,自 動的に作成 される。 ここで注意 しなければな らないのは,従 属需要
品 目の計画作成を 「自動化」す ることがMRPシ ステムの 日的ではな く,自 動的に作成する こと
によ り 「独立需要品 目が必要 とするものだけを必 要な分だけ必要な納期で生産す るよ うに させ る
管理」を徹底 しよ うと している点で ある。 言い換 えれば,不 必要な従属需要 品目の計画は作成 さ
せないとい うことになる。 これによ り,同 期化(シ ンクロナイゼー ション)の 思想に基づいた生
産計画が作成され るのであ る。そ こで,MRPシ ステムの運用 としては,最 終製品のみが独立需
要品nで,そ れに使用 され る部 品 ・原材料 はすべて従属需要 品 目であることが望 ましい。 なぜな
ら,あ る一部 の従属需要品 目(部 品)を 独立需要品 目にす ると,そ の部品は製品に使用 され る計
画(需 要)が な くて も,MPSを 設定す れば生産が可能 とな り,ム ダな在庫 を作 る要因 となるか
らである。
以上のよ うなMRPシ ステムのアプローチ とは異なる角度か ら,生 産計画担当者 の頭を長年悩
ませて きた 「スケ ジュー リング問題」に対す る,シ ンプルで汎用的なスケ ジュー リング ・ソフ ト
ウェアが ゴール ドラ ッ トによ り開発 され た。 これは,OPT'(OptimizedProductionTechno-
10gy)と呼ばれ,TOCの 出発点 とな った スケ ジュ「 リング ・ソフ トウェアである[5]。しか し,
ら あ
彼はOPTの 詳 しいロジックを一切公表 せず,こ の基本原理をわか りやす く説明 した小説 を出版
した。 これが,ベ ス トセラーとな った 「ザ ・ゴール」であ る。 この ような タイプの小説がベス ト
セラーにな ることは非常に珍 しい ことであろ う。
その一方で,OPTを 導入 した企業の多 くが,そ の ソフ トウェア導入 にばか りエ ネルギーを集
中させて しまい,経 営者や管理者 の意識を変革 させる 「マイ ン ドウェア」の面が不十分 とな って
しまった という問題が生 じたため,ゴ ール ドラ ッ トはOPTの 改善を考 え,そ の背後 にあ る原理
をTOCへ と発展 させた[5]。これ により,OPTの スケ ジュー リング ・ソフ トウェアは,制 約条
件 に改善活動 を集中 させるTOCへ と進展 してい ったのである。
2.SCMにおける情報の共有化とTOCによる同期化
SCMにおいて,そ の中核 に位置づけ られ る理論がTOC(制 約理 論)で あることは,周 知の通
りである。TOCは,SCを システムとして捉えたhで 「システムの 目的(ゴ ール)達 成 を阻害す
る制約条件(多 くの場合SCの 「ボ トルネ ック」を意味す る;図4を 参 照)を 見つけ,そ れを活
用 ・強化するための経営手法」[8]である。 これにより,工 程間の同期化(シ ンクロナイゼー ショ
ン)を 基礎 としたSCの 全体最適化を図 り,市 場 での競争力を高 めのである。
ただ し,SCMが 工程間の同期化 による全体 最適化をめ ざすために集権的な コン トロールを強
化 して,各 工程 ・各部門や各企業の主体的 ・自律的な活動を否定 しようとする ものではない とい
う点 に注意 を要す る[9]。SCMにおいて,全 体最適化のための改善の源泉 は一 人一人のメンバー
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の知的 ・創造的活動である。 そのため,「個 の 自律性の尊重」を基本 的なスタ ンスとして お り,
この ことが筆者[1]の提示 した 「分散化 された低 エ ン トロピー源」 の概念 につなが ってい くので
ある。個の自律性を尊重 しなが ら部分最適化(局 所最適化[11])を防止 し,全体最適化をめざすた
めには,SC全 体 に共有 された 目的 ・価値 に基づ く的確iな水平的 コーディネーションが要求 される。
この ように,SCMで は,部 門 もしくは企業 の壁 を越えた調整(水 平的 コーデ ィネー ション)
や意 思決 定が必 要 とな るた め,多 くの場 合,SC全 体 の最適化 に関 す るマ ネ ジ メン トを行 う
「SCMチーム」が編成 され る。 このプロジェク ト型の 「SCMチー ム」がSCMの 企画 を行 うの
であ るが,そ の際 に各部 門や各企業 をコン トロールする立場 にあ るわけではない ところが重要で
ある。 業務 プロセスの全体 最適化の ための各部 門や各企業の 自律 的対応 はSCMの 基本 で あ り
(個の自律性の尊重),SCMチームが行 うのは全体最適化のための仕組み(シ ステム)作 りである。
その ために は,SCMチ ー ム内およびSC全 体の両面での 「情報共有化」が大切で ある。 なぜ
な ら,集 権的 コ ン トロール に基づ く全体最適化であれば,各 部門あ るいは各企業 はセ ンターが作
成 した計画通 りに実行 さえす ればそれで良 いので あるが,個 の 自律性を尊 重 したSCMに お ける
全体最適化では,情 報の共有化により意思決定の基盤をそろえることが必要 となるからである[12]。
SCMチ ー ムにおいて も,SC全 体 にお いて も,情 報共有化を進 あ るためには,部 門間 や企業
間の空間的制約の克服が必須条件 となる。 さらに,稼 働 日や稼動時間帯が異 なる場合には,時 間
的制約の克服が これ に付加 され る。 そ こで,SCMで はICT,とりわけ情報 ネ ッ トワー クの活用
が重視 され る。BPRと 同様 に,情 報 ネ ッ トワーク上で共有 された情 報を基 に意思 決定 を行 うわ
けであ る。 これ により,エ ンパ ワー メ ン トを基礎 とした各 メンバーや各部門,あ るいは各企業の
自律 的対応 をサ ポー トす ると同時に,そ の際の部分最適(局 所最適)化 を防止 して全体最適化へ
と導 くのである。SCMに おける,こ のよ うなICTの積極的活用 によるメ ンバーの自律的 ・能動
的問題解決は,筆 者 ら[13],[14]の提示 しているOJC(OntheJobComputing;職場内コンピュー
ティング)の 考え方 と整合的である。
筆 者[9]は,この 「情報共有化」 の果たす役割 に注 目し,BPRを 媒介 と してSCMと 日本 の組
織特性 を対応づ けるための1拡 張代替的双対 モデル」を提案 している。 これは,個 別企業を対象
と して きた,筆 者[15]の「代替的双対 モデル」を,SC全 体に 「拡張」 したモデルであ り,全 体
最適化 における 「全体」の範 囲の違いを記述 している。 また,業 務 プロセスの分権化 にともなう
局所 最適化の追求をICTの活 用による情報共有化が防止す るという意味で,日 本 の人事管理の
集権性 とBPRに おけるICT活用 との代 替性 に類似 した関係 として,U本 の系列親企業を中心 と
した企業 グルー プにおける帰属意識 とSCMに おけるICT活用 との関係 を位置 づけている。
これによ り,日 本 にお いて企業 グループや系列親企業への高い一体感 ・忠誠心が分権的な業務
プロセ スによる局所最適化 を防 止す る という役割 を,SCMで はICTの積極 的活用 による 「情報
共有化」 が果たす ことを示唆 している。 さらに,JITシステムで は最終1:程の スピー ドに,す べ
ての前工程 が 「かんばん」 を介 して連 鎖的に合わせ込むのに対 し,SCMで はボ トルネ ックとな
る工程 のスピー ドに他のすべての工程が合わせ込 むとい う相違点 を持つ ことを指摘 してい る。そ
6r明 大商学論叢』第88巻特別号
の一方で,両 者 と も 「個の 自律性 の尊重」 にともなう分権 的な業務プロセス と,そ れによる局所
最適化を防止す る方策 を有す るという類似点を持つ ことを示 している。
このように,SCMに おいてTOCに よ る 「同期化」 とICTの積極的活用による 「情報共有化」
は,そ の中核に位置づ けられ るアプ ローチであ り,こ れ らを通 してSC全 体 の最適化をめざすの
である。
3.TOCに関 す る低 エ ン ト回 ピー源 フ レー ム ワーク
これまで,ス ケ ジュー リング問題 は多 目的かつ複雑で,最 適化が困難 であるた め,「非常 に厄
介な問題」 とされて きた ことは前述の通 りで ある。 この厄介 な問題 に対 して,JITシステムや
MRPシ ステム,さ らにはSCMに お けるTOCが,シ ンプルかつ統一 的な計画方法 を提示す る
役割を果た して きた。 これ らは,あ る一つの工程 にすべての工程を合わせ込 むという,き わめて
簡素化 されたスケ ジュー リングを可能にするものである。
一般にスケジ ュー リング問題が,多 目的かつ複雑 であるということは,ス ケ ジュー リングのた
めの情報が高エ ン トロピーの状態 にあることを意味す る。 なぜな ら,エ ン トロピーは 「あいまい
さ,あ るいは無秩序 さ」を表す概念 であ り,多 目的力「つ複雑 なスケジュー リングのための情報 は,
ロ
し
計画作成者 の意思決定に とってあいまいさが大 きい状態 にあ るものと考 え られ るか らであ る。 こ
のエ ン トロピーは,自 然や社会がそれを放 ってお くと,不 可逆 的に増大 し続 けると考え られてい
る(エ ン トロ ピー増大の法則)。そ こで,我 々は何 らかの 「低エ ン トロピー源」を投入す る こと
によ り,こ のような 「エ ン トロ ピー増大」 に対抗 しな ければな らないのである。
SCMの スケ ジュー リング問題 において,TOCは 典型的な低エ ン トロピー源であろ う。 なぜな
ら,多 目的かつ複雑 な(高 エ ン トロ ピーの)ス ケジ ュー リングのための情報か らTOCが エ ント
・ ロ ピーを奪い取 ることによ り,シ ンプルな(低 エ ン トロ ピーの)ス ケ ジュー リングを可能 にする
か らであ る。す なわ ち,SCMの スケ ジュー リングにおいてTOCは,意 思決定の あいま いさ,
言 い換えれば情報処理過程の行動 エ ン トロピー[16ユ,[17]を減少 させる役割を果たすのである。
このよ うな考 え方に基づ き,筆 者[1]は図1の ような 「TOCに関す る低エ ン トロピー源 フ レー
ムワーク」を提案 してい る。













図1TOCに 関する低 エン トロピー源 フレームワーク(筆 者[1])
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トロピーの雑音 を奪 い取 り,そ の分だ け出力情報(生 産計画)の 価値を高めることを示 して いる。
言 い換 えれ ば,TOCに 基づ くスケ ジュ 一ーリングが行動 エ ン トロピーを低 下 させ る分 だけ情報 の
価値 を高め るのであ る。
これは,槌 田[18]の指摘す る 「物理価値+エ ン トロピー=一 定」 とい う枠組みに沿 った視点で
あ り,そ の物理価値を情報 の価値 に置 き換えた もの となる。 さらに,TOCが 低エ ン トロピー源
とな って,SCMの スケ ジュー リングに介在す るエ ン トロ ピーを奪 い取 ることによ って高 まった
情報の価値が,シ ャノンの情報理論 における 「情報量」 に相当す るのである。
4.TOCの ジ レ ンマ ・モ デ ル
大量消費 を前提 とした大 量生産が困難 な状況 となっている今 日,同 一品 目を連続 して生産す る
「少種多量生産」 あ るいは 「連続生産」 は,多 くの企業に とって 「占き良 き時代 の生産形態」 と
な って しま った感がある。一方で,完 全な 「個別生産」は生産効率 を著 しく低下 させて しま う。
そ こで,多 くの企業が,多 様なニーズへの対応 と量産効果 の両面を併せ持つ 「ロ ッ ト生産方式」
を採用 している。 ロッ ト生産方式 において,仕 掛 り在庫を削減 ・極小化するためには,す べての
工程 の生産 を 「同期化」 させ てい く必要がある。 これ は,「あ る工程」の生産速度 にす べての工
程を合わせ込む ことを意味す る。MRPシ ステムでは,そ の 「ある工程」が最終工程(独 立需要
品 目)な のである。
一方,TOCも,ボ トルネ ック(制 約条件)に すべての工程を合 わせ込む とい うシンプルな同
期化 ロジックを持つ ことは前述の通 りで ある。 これによ り比較的 ム リな く(例 えば,下 請け企業
にム リを強 いることな く),上記 のよ うな同期化 を達成す る ことがで きるため,SCMで はボ ト
ルネックさえ明 らかにすれば,そ の工程 の生産速度にすべての工程を合わせ込めば良 いことにな
り,同 期化 のための計画作成 も容易になる。 さ らに,TOCに おいて ボ トルネ ックは・一般 に最 も
生産能力の低い工 程で あ り,こ れを明 らかにす ることも一 見,容 易であ るかの ように思われ る。
しか し,そ れは同一の品 目を直列的に流 し続 ける 「連続生産方式」の場合であ って,段 取替え
を繰 り返 しなが ら多 くの品 目を生産す るロ ッ ト生産方式では,ボ トルネ ック工程を明 らか にす る
ことはそれ ほ ど容 易なこ とではない[6]。なぜ な ら,SCが 直面す る状況 によ ってボ トルネ ック
となる工程 が どこかにつ いて複雑 に変動するか らである。 言い換 えれば,単 純 に 「最 も生産能力
の低 い 工程」が ボ トルネ ック工程であ るとは限 らないのである。 それで は,な ぜボ トルネ ックが
変動す るのであろうか?
筆者[6]は,その複雑 な要因について整理 し,図2の 要因A～ 要 因Dを 指摘 している。 ここで,
ボ トルネ ックの主た る決定要因は,前 述 の 「最 も生産能力の低い工程が制約 条件 となる」 とい う
ことか らもわかるように,各 工程 の 「生産能力の大小」(要因A)で ある。 これに対 して,「ボ ト
ルネ ックとなる工程がどこか?」 を変動 させ る要因として,品 目間での 「生産数の偏 り」(要因B)
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図2ロ ッ ト生産方式 におけるTOCの ジレンマ ・モデル(筆 者[6])
ネ ックを変動 させ る要因 とはな らない。 ところが,多 くの品 目を生産す るロ ッ ト生産方式の工程
では,全 体の生産数 は一定 であって も,品 目間の生産数の偏 りによ って,そ の品 目を担 当す る工
程の負荷 が集中 し増大す るため,ボ トルネ ックとな る工程 が変動す るので ある。
また,あ る期間の各品 目の生産数が 一定であって も,そ れ らの 「納期の偏 り」(要因C)に よっ
てボ トルネ ックとなる工程が変動す る。なぜな ら,納 期の偏 りの大 きい品 目を多 く生産す る1:程
では,そ の工程の生産数が一定 であって も,一 時的 に負荷 が増大 してボ トルネ ックとな りうるか
らである。
さらに,こ れ らの変動要因 に対応す るため に 「ライン選択」(要因D)を 行 うことが可能な場
合,す なわち並列生産 や並行購買が可能 な場合 は,ラ イ ン選択の仕方 によってボ トルネ ックとな
又 る工程 が変動す る
。なぜな ら,あ る工程 に大 きく負荷が偏 ってボ トルネ ックとな った場合,そ こ
で生産 すべ き品 目を他 のラインに移す こと(ラ イ ン選択)に よってそのIl程の負荷が軽減 し,ボ
トルネックが他 の工程へ と移動す るか らである。
このように,ボ トルネ ックの決定 要因は単純ではな く,し か も複数 の要因が組 み合わ さってボ
トルネ ックとなる工程を変動 させ ることになる。 とりわけ,多 くの品 目を断続 的に生産す るロ ッ
ト生産方式で はそれが顕著で ある。 そのため,TOCは.「ボ トルネ ヅクにすべての工程 を合 わせ
込 む」 というシンプルなスケ ジュー リングを可能 にするが,そ のボ トルネ ックが どこにあ るかの
把握 は シンプルであ るとは言 いきれない。 ボ トルネ ックとなる工程 は逐次変動 してお り,「ボ ト
ルネ ックが どの」:程か?」 の把握は,一 般 に考 え られてい るよりもず っと複雑 である。MRPシ
ステムではすべての工程が合わせ込むべ き最終工程(独 立需要 品 目)の 把握 は容易 であるが,
TOCにおいて 「ボ トルネ ックとな るの はどの工程 か?」 の把握 は,一 般 に考え られてい るほ ど
容易であるとは限 らないのである。
以上 のことをふ まえて,筆 者[6]は,ロッ ト生産方式 におけ る 「ボ トルネ ックの把握 の困難 さ」
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と 「ボ トルネ ックの与え る影 響を吸収す る大 きさ」 との関係 に注 目 し,図2の よ うな 「TOCの
ジレンマ ・モデル」を提示 している。
図2に おいて,要 因Aの みでボ トルネ ックが決 まる最 もシンプル な場合がType1であ り,番
号が大 き くな るに したが って基本的 に問題 が複雑 になる。Type8が最 も複雑な場合であ り,要
因A～ 要因Dの すべての要因が関連す る。 したが って,Type1に近 いほ どボ トル ネ ックの把握
が容易であ り,Type8に近 いほどこれが困難 にな る。
ボ トルネ ックの把握が相 対的 に困難なType5～Type8は,要因Dの 「ライ ン選択 」 をとも
なうため,生 産能 力 と負荷 の間のギ ャップをある範囲で吸収することが可能である。普通 であれ
ばボ トルネ ックとな るはず の工程か ら負荷の一部 を他 のライ ンに放出す ること(ラ イ ン選択)に
よ り,そ の工程の負荷が軽減す るのであ る(本 研究 におけるrTOCCの 拡張」 の出発点 は ここ
にある)。こうして ボ トル ネ ックとなるはず の工程の負荷 が軽減 された場合,他 の工程にボ トル
ネ ックが移動す る可能性が生 じるのである。
ヒ記の ようにライン選択 は,生 産能力 と負荷の間のギ ャップを小 さくす る一方で,ど の工程が
ボ トルネ ックとなるかにつ いての把握を難 しくす る。要因A～ 要因Cに よる変動を何 とか吸収 し
ようとす るライン選択(要 因D)は,生 産能力 と負荷 の間のギ ャップ(ボ トルネ ヅクの影響)を
最小限に抑える上で好ま しいことであるが,そ れがかえ ってボ トルネ ックの把握 を難 しくす ると
い うジレンマを生 じさせ るので ある。す なわち,ボ トルネ ックの影響の抑制 とボ トルネ ックの把
握 との間 には トレー ド・オ フの関係 が存在 し,ロ ット生産方式 あるいは多種少量 生産にお ける
TOCの運用 を難 しくして しまう。
さらに,TOCの 運用が困難であることは,SCMに おいて同期化 を推進する際の制約 となるこ
とを意味す る。 スケジュー リング問題を簡素化 し,同 期化を推進す るはずの制約理論(TOC)
におけるボ トルネ ックの把握 自体が,SCMの 遡約条件 とな って しまうとい うジレンマが存在す
るのである。 そ して,こ の ジレンマがSCMの 運用の難 しさ,と りわけロッ ト生産方式 ・多種少
量生産 におけるTOCの 難 しさを表 して いる[1]。
5.TOC戦略 にお ける スルー プ ッ トの定式化
SCは,一 般 にサプライヤー,メ ー カー,キ ャリヤー,デ ィス トリビューター,小 売業者等,
多段階の要素で構成 され るシステムである。 筆者[10]は,これを図3の よ うな一つ のシステム
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図3SCの システム表現[10]
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まず,こ れ らの要素を 「工程i」 と呼ぷ ことにすれば,「m個 の工 程」か ら構成 され るSCを 考
えることになる。 このSCに おいて,各 工程(i=1,2,…,m)はSCの外部 か ら財Xiを投 入 し,
価値 を高める活動 を行 うもの とす る。 この とき,ス ループ ットpは,産 出 と投入の差 として(1)
式のように表 される。
P=9-x'・1
た だ し,x=(Xi),1'=(1,1,…,1):と も にm次 の ベ ク トル
(1)
ここで,戦 略元(ゴ=1,2,…,n)を考え ると,こ れ らの戦略 ∫は,SC全 体の経 営資源 をいか に配
分するかを示す ものであ り,そ の配分の仕方 によ って投入 と産出の関係(ス ループ ッ ト)が異 なっ
て くる。 そこで,投 入 ・産出 とスループ ッ トにそれぞれ添字 ∫を導入す る ことによ り,(1)式は
次 のように書 き換 え られる[10]。
ρ元=鋳 一 工'i・1 (2)
TOCは,ス ループ ッ トあ をな るべ く大き くす るための,ボ トルネ ックに注 目 した戦略で ある
ため,SCの 制約条件 とな るボ トル ネ ック工程 をi=oで 表せば,す べての工程 をボ トルネ ック
の生産速度 〃oに合 わせ込 むことになる。 これは,SCMに おける 「同期化」(synchronization)
を意味する。 このとき,す べ ての工程(i=0,1,2,…)において仕掛 り在庫は基本的 に発生 しな
いため,SC外 部か らの投入量 と内部の経営資源が ムダな く産出に結 びつ くことにな る。
このよ うなボ トルネ ックに合わせ こむ戦略 を元=0で 表 せば,Xo=(XiO)は生産速 度Voに必
要な外部か らの投入量 とな る。TOCの 基本的な考え方は,他 の多 くの戦略 ∫(ゴ=1,2,…)に対 し
て次式が成立す ることであ る口0]。
Po=Yo-x'o・1>P」=yi-x'ブ1 (3)
(3)式は,TOCに 従 った戦略 ゴー0を 選択 した場合の産出 と外部か らの投入 との差,す なわ
ちスルー プ ヅトPoが,他の戦略∫二1,2,…を取 った場合の スループ ッ トP」よ りも大 きい ことを
示 してい る。 さらにTOCで は,一 度ボ トルネ ックの生産速度Voに合わせ込んだ後,す べての'11
程を同期化させなが ら生産速度を向上(改 善)さ せてい くことになる。 したが って,改 善を開始
してか らτ時点後の改善率 を α(のとすれば,す べての工 程の生産速度 は常に等 し くα(の・%と
なる。また,t時点後の産出 も同様 にα(の・9cとなる。
ここで,も し生産速度の向上にともない,各 工程iに おけ るSC外 部か らの投入 量 も α(t)倍
になるとすれば,ε時点後の投入量 ベク トル鞠(の は,
x。(の 一(α(の ・Xi。)"・α(t)・(Xi。) (4)
とな る。 この とき,t時 点後 の スル ー プ ッ トPo(t)は,
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P。(t)=:y。(t)-x'。(の・1=α(か(y。-x'。 ・1)=α ω ・P。 (5)
とな る。すなわち,す べての工程 の生産速度を同期化 させなが らα(の倍に改善す ることにより,
スル ープ ッ トPo(のもα(t)倍に向上 させ ることがで きるのである。 ここで注意すべ きことは,
すべての工程 を同期化 させなが ら改善 を進めてい くたあに,生 産速度が上昇 して も仕掛 り在庫 が
基本的 に発生 しない ことであ る。 この ことが,(3)式におけるTOCの 優位性をさ らに拡大 させ
るので ある[10]。
6.TOCか らTOCC(TheoryOfCombinedConstraints;組合 せ 制 約 理 論)へ
前節 では,SC全 体 の同期化(シ ンクロナイゼー シ ョン)の ための戦略 と して,そ してスル ー
プ ッ ト増大 のための戦略 と して,TOCの 優位性 を述べたが,TOC以hの 戦略を考 えることはで
きないのであろうか?も ちろん,生 産管理 の 目標 は多面的であ り,目 的関数の設定 の仕方によ
り,好 ま しい戦略は異 なる。
その典型例 が,MRPシ ステムの 「最終 工程 に合 わせ込む」戦略 と,TOC(SCM)の 「ボ ト
ルネ ックに合わせ込む」戦略 との比較論で あろう。前者は市場の動向をSC全 体 にス トレー トに
反 映 させ る意味 で好 ま しい が,そ のために従属需 要品 目の生産 能力を 。。として取 り扱 うこと
(無限負荷 山積)は 非現実的である。それ と同時 に,下 請企業 に対 してム リを強 いることにな る。
・方,後 者の 「ボ トルネ ックに合わせ込 む」 シンクロナイゼー ションは現実 的であ るが,そ れに
よって生 じる,非 ボ トル ネ ック工程の余力がムダになる。 もちろん,TOCで は余力を そのまま
放置 しているのではな く,ボ トルネ ック工程 に合わせ込んだ後,ボ トルネ ック工程の改善 を進め
ることによ り,SC全 体 の同期化を維持 しなが らボ トルネ ック水準を上昇 させて余力 の活用を図
るのであるが,改 善が進展するまでの間 はやは り余力がムダになる。そ ういった面で,両 者 はそ
れぞれ 一長 一・短を持 って いる。
ここで は,TOC(SCM)の 現実的対応を重視 した戦略を考え るこ とに しよう。 もし,長 所の
現実的 「シンクロナイゼ ーシ ョン」を維持 した もとで,短 所の 「非 ボ トルネ ック工程の余力」を
有効 に活用す ることがで きれば,TOC以Ilの戦略を生 み出す ことにつなが る。 そ こで,内 作で
あれば複数 ラインでの同一品 目の並列生産,外 作であれば同 一品nの 並行購買が可能であるとき,
筆者[2]は,下記のよ うに,ボ トルネ ック工程 で対応す ることができない分を,他 のSCに おけ
る非 ボ トル ネ ック工程の余力を活用 して生産す る戦略 を提示 してい る。
これを,図4の ような道路のアナロ ジーで考え てみよ う。図4に おける2本 の道路 は,2本 の
SCを意味 し,製 品 αのSCを 道路1に,製 品 βのSCを 道路2に,そ れぞれ例えてい る。 また,
2本の道路 は部分的に工事中 となってお り,道 幅が狭 くな っている。 この道幅が生産能力を表す
もの とすれば,そ れぞれの工程 によ って生産能力が異 なるとい うことになる。道路1で は工程C
の道幅が,ま た道路2で は工程Fの 道幅が最 も狭 くな ってお り,こ れ は工程Cと 」二程Fが ボ トル
12 『明大商学論叢』第88巻特別号
ネ ックとな っている ことを示 している。
もし,こ の ままの道幅(生 産能力)で 車が走れば,工 程Bと 工程Eに 渋滞が生 じるであろ う。
この渋滞がSCに おける 「仕掛 り在庫」である。従来,そ れぞれの工程,あ るいはそれぞれの企
業が 自身 の生産能力 を高め よう(道 幅 を広げよ う)と 部分最 適化の努力を行 って きた(例 え ば
BPR)。しか しなが ら,ボ トル ネ ック工程 をその ままに して他の工程 の生産能力を高めて も,仕
掛 り在庫(渋 滞)が 増大す るだ けで全体の生産性向hに 結びつかない ことは,図4よ り明 らかで
ある。
そこでTOCで は,ボ トルネ ック工程 にすべて の工程 を合わせ込 む ことによ り,SC全 体の同
期化を図 り(道 幅を一定 に して),ス ムーズな生産(車 の流れ)を 達成 しようとす るので ある。
これによ り,道幅が狭いため車の スピー ド(生産速度)は さほど大 き くないが,渋 滞 が解消 され,
ム リのない(ス マー トな)同 期化 が可能 となる。 しか しなが ら,そ の際 の道幅(生 産能 力)は 二
点破線の レベルに設定 され るため,工 事中でない部分(非 ボ トルネ ック工程)の 道幅(生 産能力)
はムダになって しまう。
もし,ボ ト、ルネ ックの道幅を補 うべ く,バ イパスを通す ことが可能 であれば,全 体の道幅 を広
げることができるはずであ る。 そ こで筆者[2]は,ボトルネ ック工程 の晶 目を,他 のSCの 工程
で生産す ることを考えたのであ る。例えば,図4に おいて道路1の 工程Cの 品 目を道路2の 工程
Gで,ま た道路2の 工程Fの 品 目を道路1の 工程Bで,そ れ ぞれ生産す ることが可能であれば,
道路1と 道路2の 道 幅(生 産能力)は 一点破線 の レベルに引 きhげ られる。すなわ ち,TOCの
同期化 によって生 じる,非 ボ トルネ ック工程の余力が有効 に活用され るのである。
筆者[2]は,このよ うな,ボ トル ネ ック工程 にム リを強 い らず に非ボ トルネ ック工程の余力 の
有効活用を図 る同期 化を 「スマ ー ト・シンクロナ イゼー ション」[4]と考え,そ のためにTOC
工程A
工 事 中.















































を,複 数のSCに おける制約条件(ボ トルネ ック)の 組 合せ問題へ と拡張 して いる。 これが,筆
者 の提示 している 「組合せ制約理論」(TOCC;TheoryOfCombinedConstraints[2])であ り,
本研究で はこのTOCCを 次節において さらに拡張 しようとす るので ある。
図4は,「TOC→TOCC」の拡張 によ り,TOCの ボ トルネ ックに合 わせ込む同期化か ら生 じる
余 力(工 程Bと 工程G)を 活用 して他のSC(道 路)に おけるボ トル ネ ック工程(工 程Fと 工程
C)の 品[1を生産 し,か つ両SCと も新たなボ トルネ ック工程(工 程Aと 工程H)に 合 わせ込 ま
れ ることを示 している。 すなわ ち,制 約条件(ボ トルネ ック)を 組 み合 わせ る(Combine)こ
とによ り,生 産能力の有効活用を図る と同時 にボ トルネ ックの水準 を一点破線へ と上昇 させ るの
である。
ここで,TOCCに 従 った戦 略を∫=Tで 表 し,そ れによ り上 昇す るボ トルネ ック水準 の もとで
の投入 と産出を,そ れぞれrTと9Tとすれば,ス ループッ トPTに関 して明 らかに(6)式が成立する。
PT=YT--x'T・1≧Po=yグx'o・1 (6)
しか しなが ら,上 記の ようなTOCCに よるスルー プ ッ トの増大(PT-Po)は,生産能力 と負
荷の間の ギャップ(ボ トル ネ ックの影響)を 最小 限に抑え る上で好 ま しい ことで あるが,そ れが
かえ って前述の 「TOCのジ レンマ」 を拡大 させ る。TOCに お ける,ボ トルネ ックの影響の抑制
とボ トルネ ックの把握 との間の トレー ド・オフの関係(TOCの ジレンマ ・モデル;図2を 参照)
を さらに拡大 して しまうのであ る。 この ことが,TOCは もとよりTOCCの 運用 をい っそう難 し
くして しまうことにな る。
さらに,TOCお よびTOCCの 運用が困難で あることは,SCMを 展開す る際の制約 とな るこ
とを意味す る。 スケジュー リング問題を簡素化す るはずの制約 理論(TOC)と 組 合せ制約 理論
(TOCC)におけるボ トルネ ックの把握 自体 が,SCMの 制約条件 となって しまうとい う,さ らな
るジ レンマが存在するので ある。 この ジレンマ は,TOCよ りもTOCCに おいて,よ り深刻な も
の となる。
そ こで筆者 ら学術 フロンテ ィア大型研 究プロジェク トでは,こ う したジ レンマの克服 に挑戦す
べ く,ボ トルネ ックとなる可能性 のあるLl程の生産能力 と負荷の関係 をMPSに 反映 させ ること
を考え,MAPS-TOC《;)を開発 した。 これ によ り,ボ トルネ ックとな りうる従属需要品 口の負荷
を考慮 したMPSを コ ンピュータが 自動 的に作成す ることをn∫能に したのである。MAPS-TOC
は,制 約条件の組合せ によ るスケ ジュー リングの複雑化(前 述 の 「高 エ ン トロピー」化)に 対抗
し,TOCCの実践 を強力 に支援 する生産計画 システムなのである。
7.本研 究 にお ける 「TOCCの拡 張」
TOCCは,上 記の よ うに,一 本のSCの 制約条件(ボ トルネ ック工程)の みな らず,複 数 の
SCにおける制約条件の組合せ を考える ことにより,TOCの 長所 を維持 しなが ら,短 所を克服 し
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ようとす るものであ る。 ボ トルネ ック工程で対応す ることがで きない分の負荷を,他 のSCに お
ける非 ボ トルネ ック工程の余力 を活用す ることによ り吸収す るのである。
このよ うにTOCCは,一 つの制約条件 のみでは余力 とな って しまう非 ボ トル ネ ック工程の余
力を,複 数 のSCの組 合せによ り,有 効 に活用す ることをね らい として いるのであるが,SCM,
そ してe-SCMの多面的特性 に目を向けるとす れば,こ の⑨ 「ボ トル ネ ックの組合せ」 のみな ら
ず,い くつかの考慮すべき重要 な要素があるのではないか と思 われる。 それ らは,SCの スルー
プッ ト増大 という観点から言えば,① 「顧客(消 費者)の 動 向」であり(と りわけSCM→e-SCM
の拡張において),② 「経営環境の変化」(経営環境 との シンクロナイゼー シ ョン)で ある。 さ ら
には,筆 者 ら[19]一[23]のい う 「社会空 間」 におけるSCの 全体最適化 とい う観点 か らの重要 な
要素 として,③ 企業倫理 ・経営倫理に基づ く 「企業の社会的責任」 を指摘す ることがで きる。
ここで は,以 上の ような考え方に基づき,前 節で述べたTOCC[2]をさ らに拡張す ることを考
え る。す なわ ち,「SCの全体最適化」を達成す るためのTOCCの 構成要素 として」:の三つ の制
約条件 を加え ることによ り,TOCCの範囲を拡張するのであ る。 こうした拡張の過程 で,SCの
全体最適化 をitbざしたTOCCの ゴール も,企 業の社会的責任を遵守(③)し た もとでのスルー
プ ッ ト増大(⑥ と① と②)へ と進化 させることになる。その際,「ボ トルネ ックの組合せ」 にお
いて,⑥ の 「生産能力の組 合せ」 のみな らず,⑨'と 、して 「技術 力や管理力の組合せ」を含めて
考え ることにす る。それは,SCの 全体最適化 を達成すべ く図4の 道 幅を広 げる際 に,生 産能力
のボ トルネ ックのみな らず,技 術力や管理力のボ トルネ ックを考慮すべき と考え るか らであ る。
これ らを図示す ると,図5の ようになる。
図5に おいて,中 核 とな る制約条件はTOCと 同様 に生産能力 のボ トル ネ ックであ り,TOCC
が複数のSCに おける⑪ 「生産能力のボ トルネ ックの組合せ」か ら出発す ることを示 している。
この中核 とな る制約条件 に,ま ず⑥'「技術力 や管理力のボ トルネ ックの組合せ」 が,次 にスルー
プッ ト増大のたあの① 「顧客(消 費者)の 動向」 と② 「経営環境の変化」が加 わ り,さ らにスルー
プ ッ ト増大に偏 りす ぎた これまでのSCMの 意識に対す る反省を込めて③企業倫理 ・経営倫理 に
基づ く 「企業の社会的責任」が加 わる。
筆者 らの学術 フロンテ ィア大型研究 プロジェク トでは,「SCの 全体最適化」 をめ ざ したアプ
ローチと して,⑨ に対 しては 「オー トマテ ィックTOCCプ ラニ ング」(例えば,前 述 のMAPS-
TOCやGlobalMAPS-TOC)を,⑥'に対 しては 「スマー ト・モ ジュラ リゼー シ ョン」の概念
を提示 してい る。 また,① に対 して 「カスタマ ー ・オ リエ ンテ ィ ドSCM」の概念を,② に対 し
て 「柔 らかいSCM」 と 「タッキ ング ・マネ ジメ ン ト」の概 念を提案 して いる。 さらに③ の課題
については,「環境型SCM」[21]一[23]やre-SCMにおける社 会的責任」 とい った側面 か らの
アプ ローチを試みてい る。
以上の ような 「TOCCの拡張」の議論 に基づき,(6)式の スルー プッ トPTを,社 会的責任を
考慮 した評価式へ と拡張するこ とを考え よう。 そこで,本 節 の(拡 張 された)TOCCに 従 った
















図5本 研究の 「TOCC拡張フ レームワーク」
をcと す れば,ス ルー プ ッ トと 「社会的責任の非履行度」 の両面 を考 慮 したSCの 評価(SCの
全体最適化度E。)は,(7)式のよ うに表 され る。
Es-P,-c◆」Rs(7)
本研 究における,拡 張 され たTOCCの基本 的な考え方 は,TOCや 拡張前 のTOCCを 含む他 の
多 くの戦略 ∫(∫=0,1,2,…,T,…)に対 して,(8)式が成立する定数cが 存在するということである。
E、=P。-c・Rs>Ei=Pi-c・Rゴ(8)
PjとR」は有限 で,か つRs<R」であ ると考 えて も差 し支 えないため,(8)式を満足す る定数
cの存在 は保証 され る。(8)式は,TOCに 従 った戦 略 ∫=0や 拡張前のTOCC戦 略 ∫一一Tは,
拡張後 のTOCCに とってSCの 「全体 最適化 」 とはな らず,部 分最適(局 所最適)化 とな るこ
とを示 しているρ
そ こで,SCの 全体最適化 度Eiをで きる限 り大 き くす るような戦略(∫=S)を 探 索 し論 じる
ことが,筆 者 らの学術 フロンティア大型研究プロジェク トω における今後の中心的課題 となろう。
お わ り に
本研 究では,TOCや(拡 張前の)TOCCに おけ る生産能力 の制約条件(ボ トルネ ック)と そ
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の組合せのみな らず,① 「顧客(消 費者)の 動向」 と② 「経営環境 の変化」(経営環境 との シン
クロナイゼー シ ョン),および③ 企業倫理 ・経営倫理に基づ く 「企業の社会的責任」 を重要 な構
成要素 と して加味す ることによ り,TOCCを拡張す ることを試 みた。
こうした 「TOC→TOCC→TOCCの拡張」 を通 した本研究の議論 によ り,下 記 のよ うな視点
を提示 した。
DTOCと 同様 に,TOCCに おける 「同期化」 とICTの積極 的活用 による 「情報共有化」 は,
SCMの 中核 に位置づ け られ るアプ ローチで あ り,こ れ らがSC全 体の最 適化をめ ざすメ ン
バーの姿勢を強化す る。
2)TOCCで は,TOCの ボ トルネ ックに合わせ込む同期化か ら生 じる余力を活用 して,他 の
SCにおけるボ トル ネ ック工 程の品 目を生産 し,か つ両SCの すべての工程 を新 たなボ トル
ネ ック工程 に合 わせ込む ことにより,工 程間の 同期化を維持 しなが らボ トルネ ック水準の上
昇をめ ざす ことになる。
3)ス ケ ジュー リング問題 を簡素化す るはずのTOC(制 約理論)に お けるボ トルネ ックの把
握 自体 が,SCMの 「制約 条件」 となって しまうというジ レンマ(TOCの ジ レンマ[4])が
存在 し,こ の ジレンマがTOCCで はさ らに拡大す るが,筆 者 らの開発 したMAPS-TOC[7]
が こうした ジレンマの克服 を強力 に支援 する。
竃 、
さ らに,本 研究 における 「TOCCの拡張」 の議論 に基づ き,拡 張前 の.スルー プ ットを,社 会
的責任 を考慮 した評価式へ と拡張することにょ り,TOCに 従 った戦略や拡張前のTOCC戦 略は,
拡 張後 のTOCCに とってSCの 「全体最適化」 とはな らず,部 分最適(局 所最適)化 とな ると
いう視点を提示 した。
本研究 のrTOCCの 拡張」が,SCに おける祉会的責任の遂 行 とスループ ッ トの増大に若 干な
りとも寄与す るこ とを,筆 者 と して期待 したい。
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